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①の問題については、米国が 2011 年 3 月に
新しいエネルギー政策を発表したが、この
米国の動きがポイントとなる。米国は中東
の政情不安等の影響で価格高騰を続ける原
油の輸入を縮小し、国内産天然ガス（シェ
ールガス）の利用を今後拡大するという。
米国シェールガスの大量生産→米国の天然
ガス輸入減尐→国際市場での天然ガス需給
緩和という脈絡を通じ、日本の天然ガス調
達にも好影響をもたらすことになると橘川
氏は述べる。また②の問題についても、世
界最高クラスの石炭火力発電の熱効率など
日本の技術力を米国・中国・インドなど諸
外国に普及させることによって、日本一国
レベルでの CO2 削減ではなく、地球規模で
の削減を目指すべきであると主張する。日
本がもつ石炭火力発電の熱効率に関する技
術力は、日本がかつて石炭産出国であって
「石炭を使いこなす技術を昔から磨いてき
た」ことによる賜物であるという指摘は、
いかにも経営史学者らしい指摘といえるだ
ろう（『原発』pp134-148）。原発事故報道
を見て落胆していた私は、橘川教授のこの
ような議論を読んで、大いに勇気づけられ
たものである。日本一国レベルではなく、
地球規模での CO2 削減実績を日本の削減
実績として国際環境会議などの場で認めさ
せる外交力が、次の課題になるだろう。 
橘川氏は、原発は危険であり縮小してい
くべきではあるが、今後しばらくの間は必
要なもの、「必要悪」であるとする。原発を
完全に止めてしまうと、高付加価値工場の
海外移転、さらに産業空洞化による日本沈
没という連鎖が発生してしまうとしている
（『原発』pp106-111）。『東電』の巻末には、
橘川氏と同じく著名な経営史学者である米
倉誠一郎教授との対談が収録されているが、
そこでも橘川氏が、原発は「いまはまだ必
要」なものであると主張する一方で、米倉
氏は日本が先陣を切って原発をやめるべき、
原発をダラダラ続けて「往生際」を与えて
はいけないと述べられていて（『東電』
pp208-209）、両者間に微妙な見解の相違が
みられるのも緊迫感があって読み応えがあ
る。 
原子力に関する英知を集め、原発問題が
解決されることを切に願うものである。
